
企業行動研究部会 (#341)議事録

日 時 :2025年 2月 10日 (月 )18:00～20:00

場 所 :リ モート会議 参加者 :(11名 )

◎事務局連絡

・会員数現在534名 、入会:正会員3名 と法人1社、退会:4名 と法人1社。

・新役員検討中。6月 14日 総会新体制予定。

・ 2025年 7月研究発表会「経営倫理基準としての利他の可能性～東洋の経営倫理思想の系譜と稲盛和

夫経営哲学」@慶應大日吉キヤンパス予定。

◎研究発表

テーマ :「物流危機」を考える一日本の物流の内憂外患一 今、日本の国内物流に何が起きているのか ?

発 表 : 峰内謙一部会員

要 旨 :

日本の国内物流が危機にある。国内トラック輸送の輸送力供給が不足しており状況は深刻だ。需要

増加の一途だが担い手は減少している。その原因と改善策、および国際状況を報告する。

国内物流危機の原因は1990年 の規制緩和によるトラック運送事業と運賃の自由化に遡る。当時
トラック運送業者が激増した結果、過当競争が起こり荷主による料金の買い叩きや無料作業強制が横

行した。結果、高収入だった トラック運転手の労働環境が悪化した。また、昨今の宅配便の増加も伴

い輸送が非効率化している。さらに、政府の政策や物流を単なるコストセンターとみなし軽視してき

た企業姿勢にも原因がある。

状況が改善されないまま、通販の急激な増加により少量多頻度輸送、再配達の増加という非効率が

起きた。加えて働き方改革関連法によるトラック運転手の時間外労働時間の制限 (年間960時間)によ
り、人手不足は一層深刻化し、輸送需要をまかなえない可能性 (「2024年物流危機」)がある。「モー

ダルシフト」 (輸送手段の多様化)はなかなか進まない。

改善策も協議されてtヽる (1令和5年内閣官房 :「物流改革に向けた政策パッケージ」効率化に向
けた政策 ;2国 土交通省「総合物流効率化法」の制定;3物流関連法の制定と既存法の改正)。

さらに、世界にさきがけた「フィジカルインターネット」の実用化が期待される。インターネット

が端末やルーターを介するよう、荷物をモジュラー化し末端以外の区間で混載して輸送することでト

ラックの積載率を向上させ効率化を図る仕組みのことである。その実現には前提として各種仕様の標

準化やDX化が欠かせない。国際物流に視点を向けると日本の輸出入物流の99.6%が海上を経由しその

約半分はコンテナ船が運んでいる。20世紀最大の発明と言われるコンテナが物流を変えた。なお、国

際物流でも大きな問題に直面している。スエズ運河、バーシー海峡、パデマ運河など地政学的脅威に

さらされている国際航路がある。さらに日本は便宜置籍船化により船員のほぼすべてが外国人だ。外

航海運と経済安全保障を真剣に考える時ではないか。



終わりに、日本の物流力を高めるために提言したい。これまでの物流革新は市場成長に寄与してき

たにもかかわらず、その恩恵に対する意識が低い。荷主の経営者層や消費者は、物流への理解を高め

る必要がある。標準化や「フィジカルインターネット」の実現が期待される。そのためには高度な物

流専門知識を有する人材育成も欠かせない。物流サービスとインフラは「公共財」であリー定の規制

も必要だ。

○意見交換 。質疑応答 (抜粋)

・ カーボンニュートラルヘのインパクトについても政府で詳細に渡り10年以上前から協議されてい

る。 トラックー台―台の排出問題論ではなく輸送全般にムダが多すぎる。インフラ共同利用等構
造的改善が期待される。例えば高速道路の1レ ーンに通信ケーブルを埋め無人運転可能な物流専門

レーンとする構想もあるが具現化していない。

・ 政府から物流課題の政策パッケージが出されてしばらく経つがほとんど実現していないようだ。

消費者立場としては到着日時のネット連絡など宅配サービスがきめ細かくなっていると感じる。

現在のトラック輸送偏重の解決はどの程度進んでいるのか。→20年以上課題解決に向けた議論が

行われているが進まない。代替として期待できる内航船の利用は、現在石油、石炭、自動車輸送

程度にとどまる。貨物のユニタイゼーションを進め内航船へ代替する可能性に期待する。

・ 最近読んだ『「世界の終り」の地政学』 (ピーター・ゼイハン)に、「昨今のグローバル トレン

ドは、『原材料安地域から人件費安地域に原材料を運び製造し、高く売れるところに運び売る』.

さらに現在気候や地政学リスクが高まる中、長いサプライチェーンは短くならざるを得ない。現

在の物流コストは平和な世界を前提としている。」とあり納得感があった。→トランプ政権下、

関税策など緊張によリブロック化が進む。サプライチェーンが乱れ世界航路を持つ運送会社も打

撃を受ける。規制無く運賃も乱高下していて問題が多い。安定体制を考える必要がある。

・ 実務経験から静脈物流の発展を目の当たりにした。消費者から使用済製品を下取りする際は、

メーカー問わずに回収し集合拠点にまとめて再生、廃棄処分している。背に腹は代えられない状

況で競合同士の共同物流=合理化は進んでいる面があると認識している。

・ コロナ禍、港に労働者が来なくなり、コンテナ船が入ってもクレーンを動かせない状況下コンテ

ナ船が滞船し大混乱した。なお、中国がコンテナの7割をコントロールしている。中国船はほば自

国船籍だ。地政学リスクが顕在化した際、もしも中国が抱え込んだ場合はその影響は甚大だ。

。日本の物流危機の根本原因が規制緩和や過度な自由競争にあるとしたら、海外の規制はどうなっ

ているか ?→米国では以前ICCが厳重管理していたもののレーガン政権下一挙に規制緩和した。

しかし労働組合によるストで賃上げを勝ち取るなど軌道修正ができてきた。マーケットが機能し

てきた。日本はそれが働いてこなかったが日本人には勤勉さがある。業界を超えた協働を行って

いけば未来は暗くない。

以上


